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地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

奈良市ベンチャーエコシステム推進事業計画 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

奈良市 

 

３ 地域再生計画の区域 

奈良市の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

４－１ 地方創生の実現における構造的な課題 

本市は年間1,600万人以上の観光客が訪れる国際文化観光都市であり、市内

産業は「大仏商法」と揶揄されるように、大仏をはじめとした観光資源等の集

客力に大きく依存し、「来てくれた人に物やサービスを売る」という受動的な

商売となる傾向がある。実際の産業構造を見ても、本市は小売業や金融業、医

療分野の付加価値額が大きく、観光業以外に突出した産業はない。県庁所在地

でありながら、本市に立地する上場企業の本社は１社のみである。 

この産業の状況に加えて、本市は大阪や京都などの大都市への交通利便性が

高いベッドタウンであり、子供への教育に熱心な市民特性もあることから、本

市に居住していても県外の高校や大学などへの通学率が３６％（平成２７年国

勢調査）と高い。学生の段階から市内の産業にかかわり、影響を受け、愛着を

感じるような体験を得ることが困難な状況にある。 

その結果、「しごと」を大都市に求めることが当たり前という風潮が根強く

、県外就業率も３４％（平成２７年国勢調査）と高い値が続くだけではなく、

２０～３０歳代の転出超過の要因の１つにつながっている。本市が市内在学大

学生に対し行った就業・起業に関する意識調査においても、就職希望地を「奈

良市外」と回答した割合が68.1％を占めており、その主な理由は奈良市外に「
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希望する企業や職種が多い」からとされており、（「市外出身だから地元で就職

したい」という回答を除く）市内での就業が進んでいない。 

 

４－２ 地方創生として目指す将来像 

【概要】 

奈良市は大阪や京都のベッドタウンであり、若者が「しごと」を大都市に

求めて県外へ流出することが地方創生を進める上での大きな課題になってい

る。若者を惹き付ける魅力的な事業所が市内に集積していないことに加え、

若者が起業して新しい課題や事業にチャレンジできる環境が十分に整ってい

ないことが市内での就業が進まない原因である。 

一方で、本市には、1,300年以上の歴史や文化が脈々と受け継がれてきて

おり、そこに蓄積されてきた資源には限りがない。既存の産業に新たな価値

を付加し（高付加価値化）、企業の新陳代謝を促す（起業）ためのヒントと

して活用することで、他に類を見ないイノベーションを起こせるはずである

。 

そこで、本交付金事業では、市内の経済団体や金融機関などと連携し、総

合的な創業支援体制を組むとともに、本市創業支援施設において、様々な経

営判断を迫られ「孤独」になりがちな起業家が拠り所とする空間を施設内に

整備し、ワンストップで創業や経営にあたっての相談支援を受けることがで

きるようにする。 

なお、当該空間は、奈良独自の知が集まる情報のフロンティアとし、起業

家だけではなく、会社員、各種団体、研究者、学生及び地域住民等が日常的

に交流する「ここに来れば何かが得られるかもしれない」と期待感が持てる

空間とすることをめざす。 

その中から、地域に好影響を与える起業家や起業家マインドを持った人材

（以下、起業家等という。）に加え、起業家等を支援する人材やこれらの取

組に関心・関与がある人口（以下、関係人口という。）などを数多く創出し

ていくことで、本市で育った起業家等が新たな起業家等を育成していく好循

環「奈良市ベンチャーエコシステム」の構築へとつなげていく。 

これにより、将来の本市産業の担い手となる若者に、市内での「起業」と
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いう魅力的で成功へのビジョンを描くことができる選択肢を提示できるよう

にする。 

 

【数値目標】 

ＫＰＩ 
事業開始前 

（現時点） 

2019年度増加分 

１年目 

2020年度増加分 

２年目 

創業者数（人／年） ９７ １００ １２０ 

創業支援拠点施設における起業家等及び

関係人口を対象とした事業実施数（奈

良市事業分を除く）（事業／年） 

０ ７ １７ 

コワーキングスペース会員数（人／年） ９ １ １０ 

創業関係学生人口（創業機運醸成に係る

事業参加者数）（人／年） 

０ ０ １２ 

 

2021年度増加分 

３年目 

KPI増加分 

の累計 

１４４ ３６４ 

２４ ４８ 

１０ ２１ 

１２ ２４ 

 

５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

５－２の③のとおり。 

 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

〇 地方創生推進交付金（内閣府）：【Ａ３００７】 

① 事業主体 

２に同じ。 
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② 事業の名称 

奈良市ベンチャーエコシステム推進事業 

 

③ 事業の内容 

本市では、2012年より創業支援事業を実施してきたが、起業家等に寄り添

った支援体制が不十分で、ステージに即して実施している各事業が起業家

を生み、育てるための循環を作り出せていない。そこで、「奈良市ベンチ

ャーエコシステム」を構築し、市内の産業に好影響を与え、地域経済の起

爆剤となる創業者の持続的な創出により魅力的な事業所の集積を図ること

で、若者に対し市内における「しごと」の多様な選択肢を提示し、県外流

出の解消をめざす。そのために、以下の事業に取り組む。 

（１）創業支援施設機能強化整備（ハード） 

創業支援施設を起業家等を中心に多様な人材が集まり、交流し、地域

資源を活用したイノベーションを創出できる空間とするため、民間事

業者から提案を募り、そのノウハウを活用してスピード感をもってハ

ード面の機能強化整備を行う。 

（２）創業支援施設における事業（ソフト） 

市のパートナーとなる事業者を公募し、コワーキングスペースなど機

能強化整備された空間を有効活用しながら、当該施設の機能を充実さ

せ、各事業で起業家等を生み、育てるための循環した事業を展開して

いく。また、事業者には当該施設の存在価値を高め、安定的な集客性

と収益性を生むことにより、将来的には公的な支援に頼らない基盤の

構築を求めていく。 

（３）創業支援機関との連携強化（ソフト） 

経済団体や金融機関などの創業支援機関を対象とした研修実施や創業

支援アドバイザーを派遣することに加え、各支援機関が実施する事業

に対し、市としても積極的に関わっていくことで連携強化を図り、総

合的な創業支援体制を構築する。 

（４）創業支援プロジェクト（ソフト） 
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「奈良市ベンチャーエコシステム」の構築を加速化させるための具体

的なプログラムとして、学生に本市産業への関心を高めるためや若者

に都心部からのUターンを促すための「創業機運醸成プロジェクト」

や、若者が憧れ、その姿をめざすような起業家を育成する「成長志向

起業家(経営者)育成プロジェクト」を支援機関と連携しながら継続実

施していくことで、循環のスタートとゴールを確実なものとしていく

。 

 

④ 事業が先導的であると認められる理由 

【自立性】 

事業推進主体が、地域経済の起爆剤となる起業家等を創出していくこ

とで、創業支援施設の存在価値を高め、安定的な集客性と収益性を生み

、必要経費の軽減を図ることにより、将来的には公的な支援に頼らない

基盤の構築ができる。 

 

【官民協働】 

本市は、創業支援機関における連携が円滑に進むよう潤滑油的な役割

を発揮する。 

交付金事業において募集する民間事業者は、「奈良市ベンチャーエコ

システム」を構築するために必要な環境整備や人的支援等を行う。また

、奈良商工会議所は、「奈良市ベンチャーエコシステム」を支える中枢

機関となることを見据え、他の創業支援機関と積極的な連携を図りなが

ら、創業者への支援を行う。 

そうした官民協働による総合的な創業支援体制を組み、起業家等の創

出を図る。 

 

【地域間連携】 

地方創生推進交付金の中でも奈良市が横展開タイプの活用により、

充実した創業支援事業を展開するとともに、奈良県が主体となり移住
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・起業・就業タイプを活用することにより、移住による起業を促す。 

 

【政策間連携】 

創業機運の醸成プログラムなどを通じて、県外からの移住・定住を促

進する。また、創業支援体制の充実により地域経済の起爆剤となる起業

家等を創出していくことで、市内の若者を惹きつけるような事業所の創

出及びその集積を図ることができれば、まちの魅力も向上させることが

できる。さらに、創業支援施設の立地を活かし、インバウンドなどをテ

ーマにした起業を促すことで、観光振興に寄与できる。 

 

⑤ 事業の実施状況に関する客観的な指標（重要業績評価指標（ＫＰＩ）） 

４－２の【数値目標】に同じ。 

 

⑥ 評価の方法、時期及び体制 

【検証方法】 

「奈良市まち・ひと・しごと創生総合戦略懇話会」において、KPIの

達成度のほか、事業の進捗及び効果について、外部有識者等の視点から

客観的な検証を行う。その内容を踏まえ、将来に向けて持続可能な事業

構造になっているかの事業方向性を確認し、状況に応じて見直しを行う

とともに、次年度の事業計画及び予算に反映させ改善につなげる。 

 

【外部組織の参画者】 

奈良県立大学学長、シンクタンク・ソフィアバンク代表、株式会社

日本政策投資銀行 関西支店企画調整課 課長、事業プロデューサー

／ならそら代表／大阪芸術大学講師 

（さらに幅広く意見を求めるため、その他産官学金労言の分野から

の参加及び意見を求める予定） 

 

【検証結果の公表の方法】 

検証後、速やかに本市ホームページで公表。 
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⑦ 交付対象事業に要する経費 

・ 法第５条第４項第１号イに関する事業【A3007】 

総事業費 ８４，７００千円 

 

⑧ 事業実施期間 

地域再生計画の認定の日から２０２２年３月３１日まで 

 

⑨ その他必要な事項 

特になし 

 

５－３ その他の事業 

５－３－１ 地域再生基本方針に基づく支援措置 

該当なし 

 

５－３－２ 支援措置によらない独自の取組 

    該当なし 

 

６ 計画期間 

地域再生計画の認定の日から２０２２年３月３１日まで 

 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

７－１ 目標の達成状況に係る評価の手法 

５－２の⑥の【検証方法】及び【外部組織の参画者】に同じ。 

 

７－２ 目標の達成状況に係る評価の時期及び評価を行う内容 

４－２に掲げる目標について、７－１に掲げる評価の手法により行う。 

 

７－３ 目標の達成状況に係る評価の公表の手法 

５－２の⑥に掲げる【検証結果の公表の方法】に同じ。 


